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特集 自動車燃費規制の衝撃

中国の電動化政策とビジネスチャンス

要　約

1	 中国は世界一の乗用車市場に成長し、世界の自動車メーカー・部品メーカーにとって無
視できない存在となっている。一方、中国自動車産業は、世界の中で特に政策に大きく
影響される産業になっている。

2	 近年、中国の自動車政策は新エネルギー車を重視している。その政策は成果を上げてお
り、中国は世界一の新エネルギー車市場に成長している。

3	 大きな新エネルギー車市場を背景に、中国では新エネルギー車関連プレイヤーも成長し
ている。まだ世界に進出しているプレイヤーは少ないが、将来的には日系を含めた外資
系プレイヤーにとって脅威となり得る。

4	 日系自動車メーカーおよび日系部品サプライヤーが、新エネルギー車市場などで勝ち残
る方法は限られている。日系自動車メーカーは、法規動向を先読みしてスピーディに対
応できる体制を構築しなければならない。また、日系部品サプライヤーは、製品単品で
はなくシステム供給で勝負をすることも視野に入れるべきである。いずれにしろ、今が
中国へのリソース投入の意思決定をする最後のタイミングではないか。

Ⅰ　世界最大の乗用車市場、中国は極端な政策誘導型市場
Ⅱ　世界一に成長した中国新エネルギー車市場と消費者の利用動向
Ⅲ　新エネルギー車推進政策下で進化を続ける中国プレイヤー
Ⅳ　日系自動車メーカーや部品サプライヤーが中国で取り組むべきこと
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Ⅰ	世界最大の乗用車市場、
	 中国は極端な政策誘導型市場

1	 世界の乗用車市場における
	 中国の位置づけ
2006〜16年の10年間で、中国乗用車市場は
660万台から2600万台超と約 4倍に拡大し
た。それに伴い、世界の乗用車市場に占める
中国市場の割合も12％から30％にまで高まっ
ている。中国の現在の 1人当たり名目GDPは
8000ドル程度のため、まさにモータリゼーシ
ョンの真っただ中にあるといえる。この傾向
は今後も継続すると見込まれ、20年に中国乗
用車市場は3000万台を超え、世界市場に占め
る割合も31％に達すると予想される（図 1）。
同時に、世界の自動車メーカーの中国依存
度も高まっている。代表的な自動車メーカー
の中国依存度は、フォルクスワーゲンで39
％、GMで27％、トヨタ自動車で11％となっ
ている。フォルクスワーゲンは合弁会社を通
じて中国でトップシェアを持っているため中
国依存度が高く、フォルクスワーゲングルー

プの中国依存度はホームマーケットであるヨ
ーロッパ依存度（37％）よりも高くなってい
る。トヨタ自動車は比較的地域分散が進んで
いるため、中国依存度は相対的に低く抑えら
れているものの、その比率は徐々に高まって
いる。多くの自動車メーカーにとって、今後
も拡大が見込まれる中国市場は無視できない
ものとなっている。
一方で、急激な乗用車市場の拡大（乗用車
保有台数の拡大）は中国政府にとって、エネ
ルギーセキュリティ問題と環境問題という大
きな 2つの問題を引き起こしている。中国の
原油輸入量は年々増加し、輸入依存度は60％
を超えるに至っている。現在では米国を抜い
て世界最大の原油輸入国になっている。ま
た、PM2.5に代表される深刻な大気汚染や、
交通渋滞などの問題を引き起こし、国民の大
きな不満を招いている。中国政府としては、
これらにうまく対応しなければならない状況
になっている。このような背景から、近年、
中国政府は環境対応車、中でも新エネルギー
車（NEV）に偏った自動車政策を取ってい

図1　世界の乗用車販売台数および中国シェア
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って、中国系自動車メーカーが外資系自動車
メーカーの技術を取得することを狙う政策で
あった。まず生産ノウハウを獲得し、合弁自
動車メーカーの中国側のエンジニアが中国系
自動車メーカーに戻ることによって中国系自
動車メーカーの開発力の底上げを図ろうと考
えていた。中国政府はそのための政策誘導を
実施してきた。
市場の状況を踏まえると、中国自動車産業
および政策は2005年から現在まで 3つのステ
ージに分けることができる（図 3）。

第Ⅰステージ（2005〜08年）

第Ⅰステージは、沿岸部を中心にしたモー
タリゼーションの拡大時期である。2005年に
自動車販売台数が500万台を超え、世界第 2
位の市場規模となった。06年に「汽車産業第
11次 5 カ年計画」が発表され、自動車産業政
策の中核方針は「自主創新」であることが確
認された。たとえば、要素技術のアップグレ
ードに関する方針が打ち出されたのも、この
頃である。
しかし、中国政府が期待した通りに中国系
自動車メーカーの競争力は高まらなかった。
「汽車産業第11次 5 カ年計画」では、10年時

るため、中国に進出している自動車メーカー
はこの政策に対応した戦略を取る必要がある
（図 2）。
中国自動車産業は世界の中でも特殊で、中
央政府の政策が産業に大きな影響を与えてい
る。中国政府はなぜ新エネルギー車に偏った
自動車政策を取っているのか、その背景や理
由を次項で整理する。

2	 これまでの中国自動車市場
	 および自動車政策の動向
中国の自動車産業は、政策に大きく影響を
受けている。これまでの政策動向を分析すれ
ば、中国政府が新エネルギー車に偏った自動
車政策を取る背景や理由を把握することがで
きる。
政策の中で最も中核的な指導思想は、中国
系自動車メーカーの技術力向上とグローバル
市場におけるプレゼンスの獲得である。これ
を象徴するのは、外資系自動車メーカーは中
国系自動車メーカーとのJV（ジョイント・
ベンチャー）を作らなければ参入できないと
いう規制であろう。しかもJVは 2社までに
限定されている。これは、中国政府が中国自
動車市場を開放する代わりに、中外合弁によ

図2　環境対応車の定義
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助金を提供することで、これまで自動車が普
及しなかった農村の需要を喚起させるなど、
さまざまな優遇政策が発表された。これによ
り特に内陸部の市場が拡大した。結果として、
09年に中国の自動車の生産および販売台数は
いずれも1300万台を超え、世界最大の自動車
市場へ変貌した。また、08年に起こった世界
金融危機を、むしろ自国のチャンスとして捉
え、中国系自動車メーカーのグローバル競争
力を高めることを目的にして、「四大四小」を
育成対象とした。この頃から、中国系自動車
メーカーによるグローバル自動車メーカーの買
収や資本参加が盛んに行われるようになった。
一方で、ガソリン車の普及に伴い、エネル
ギー安全保証問題も目立つようになった。政
府は、自動車産業の持続発展を実現させるた
めに、省エネルギー車や新エネルギー車の普
及が必要であるとした。09年に発表された

点で中国系自動車メーカーの自主ブランドの
市場シェアを50％に高める目標を持ってい
た。しかしながら、実際は中国系のシェアは
46％にとどまり目標は達成できなかった（中
国系の台数には乗貨両用も含めた）。この時
期に、むしろ外資系、特に欧州系のプレゼン
スが高まっている。
中国政府は従来の政策を見直し、新たな戦
略を打ち出さなければならない局面に立たさ
れた。そこで、従来のガソリン車ではなく、
省エネルギー車と新エネルギー車で挽回しよ
うという方向性を見出した。

第Ⅱステージ（2009〜12年）

2009年、「汽車産業調整振興計画」が発表
された。排気量1.6L以下の乗用車と小型バス
の購入税金を半減し、また、汽車下郷政策と
して農業用車両を自動車に乗り換える際に補

図3　中国の自動車販売台数推移と主な政策
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ーへの技術移転であり、ひいては合弁相手で
ある中国系自動車メーカーへの技術移転であ
る。このように、中国政府は環境対応車にお
いて、先進国の自動車メーカーの技術力に追
いつき、追い越すためのいわゆる逆転シナリ
オを狙っていることが分かる。
しかし、09〜12年までの間の十城千両の実
証実験の結果注2、省エネルギー車のコア技
術となるハイブリッド技術について、中国系
自動車メーカーの完成度が外資系自動車メー
カーに比べ高くないことが分かった。これは
ハイブリッド車を普及させると、ほとんどの
中国系自動車メーカーが恩恵を受けられない

「新能源汽車生産企業及産品準入管理規則」
では、新エネルギー車と省エネルギー車を定
義した上で、自動車メーカーがそれらを生産
する場合には、生産ライセンスの取得を義務
づけた注1。生産ライセンス制度の導入目的
は、①外資系自動車メーカーからの技術導入
と、②技術力のない中国地場メーカーの新エ
ネルギー車市場参入阻止、の 2つである。
企業が新エネルギー車生産ライセンスを獲
得するためには、「合弁自動車メーカーが
『コア技術』を保有すること」を最重要条件
の一つとしている。この意味するところは、
外資系自動車メーカーから合弁自動車メーカ

図4　中国製造2025における自動車産業のロードマップ
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動力用電池、駆動モーターなどの重
要システムが国際的先進レベルに達
し、国内市場シェアが80%となり、
燃料電池重要材料大量生産の品質統
制および保証能力を実現する

自主ブランド新エネルギー車年間販
売台数が100万台を突破し、国内
市場の70%を占める

乗用新車全体の石油消費量を
5L/100kmに減少させ、商用新車の
石油消費量を国際的先進レベルに近
づける

新エネルギー車の利用を現在の公用車、路線バス、タクシーなどの公共サービス分野から個人用車、旅客輸送、貨物輸送など大
多数の自動車利用分野に拡大する

新エネルギー車年間販売台数が自動
車全需要量の5%以上を占め、規模
が200万台前後となる

完成車立体配置、性能制御、エネル
ギー管理、軽量化などの完成車集積
重要技術でブレークスルーを起こす

動力用電池、駆動モーターなどの重
要システムの大量輸出を実現し、燃
料電池高品質重要材料、部品の国産
化および大量供給を実現する

国際的先進レベルに合わせた新エネ
ルギー車年間販売台数を300万台と
し、国内市場シェアを80%以上と
する

乗用新車全体の石油消費量を
4L/100kmに減少させ、商用車の石
油消費量を国際的先進レベルに到達
させる予定である

新エネルギー車年間販売台数の自動
車全需要量に占める割合が20%を
超える

自動車軽量化、情報化、インテリジェント化と並行して計画、融合発展、共同革新
を進め、新技術先導的応用の受け皿となる

国際的先進レベルにある新エネル
ギー車部品メーカーを3社育成する

国産ブランド新エネルギー車が国内
市場で絶対的な主導的地位を占め、
輸出シェアが総生産台数の30%に
達する

乗用新車全体の石油消費量を
3.2L/100kmに減少させ、商用車の
石油消費量で世界をリードする予定
である

新エネルギー車年間販売台数の自動
車全需要量に占める割合が大幅に拡
大し続け、規模が1,000万台を超え
る

2015年 2020年 2025年 2030年

出所） エキスパートへのインタビューおよび各種公開文献より作成



27中国の電動化政策とビジネスチャンス

償となっている（たとえば、北京では10万元
前後、上海では 8万元前後、深圳では 3万元
前後）。これに対して、新エネルギー車ユー
ザーはもれなく無償でナンバープレートを取
得できるようになっている。

Ⅱ	世界一に成長した
	 中国新エネルギー車市場と
	 消費者の利用動向

中国政府が進めてきた新エネルギー車政策
は、中国に新エネルギー車市場を立ち上げる
とともに、中国系メーカーが新エネルギー車
市場で技術力を獲得しプレゼンスを高めるこ
とが目的であった。これは果たしてうまく機
能しているのだろうか。
結論としては一定の成果を上げているとい
えるだろう。第一に、中国で新エネルギー車
市場が立ち上がり、世界一の規模になってい
る。このことは本章で述べる。第二に、中国
系自動車メーカー、ユニットメーカーおよび
部品メーカーが育成されつつあることであ
る。これについては、次章で述べる。

1	 中国新エネルギー車市場の動向
2013年の中国政府の新エネルギー車政策に
基づく補助金、消費税免税などの奨励政策、
地方政府の（ガソリン車への）ナンバープレ
ート規制により、新エネルギー車の販売台数
は急速に拡大し、12年に3.9万台程度だった
販売台数は13年に 5万台を超えた。さらに15
年には30万台を超え、16年には50万台を超え
るまでに拡大し、新エネルギー車の世界最大
市場となった。内訳は、BEV乗用車（電気
自動車）が25万台程度、PHEV乗用車（プラ

ことを意味する。
一方、新エネルギー車では、外資系自動車
メーカーが価格面も含めてそれほど競争力が
あるわけではないことが分かった。特にリチ
ウムイオン電池については、中国系と外資系
メーカーとのギャップがハイブリッド技術ほ
どなかった。以上の事情を踏まえて、13年以
降、中国政府は省エネルギー車よりも新エネ
ルギー車を戦略の中核的な位置づけにしてい
く方向性を強めた。

第Ⅲステージ（2013年〜現在）

2013年に入って中国政府は、新エネルギー
車販売を促進する消費者向けの補助金政策を
発表した。 1台の新エネルギー車に対して、
BEV（電気自動車）の場合には最高 6万元、
PHEV（プラグインハイブリッド車）の場合
には最高3.5万元の補助金が出された。一方、
HEV（ハイブリッド車）は対象外とされた。
15年に発表された「中国製造2025」が大き
な転換点となった。この年から中国の自動車
産業が新エネルギー車に傾注することがより
明確になった（図 4）。
中国政府が新エネルギー車を推進する背景
には、新エネルギー車、特に電気自動車は車
両構造が内燃機関車やハイブリッド車に比べ
て簡単で技術的難度がそれほど高くないこと
が挙げられる。それが中国系自動車メーカー
にとって、新エネルギー車には外資系自動車
メーカーとの競争を逆転できる機会が存在す
るとの認識にもつながっている。
中央政府とは別に、一部の地方政府も、新
エネルギー車に対する独自の政策を打ち出し
ている。通常、ガソリン車のナンバープレー
トを取得するには抽選が必要であり、かつ有
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エネルギー車政策を実施する都市で新エネル
ギー車が非常に多く売れていることから、政
策は有効に機能していると考えられる。ま
た、内燃機関車に対する通行規制を実施して
いる（新エネルギー車でないと橋の利用が制
限されるなど）武漢や重慶でも、新エネルギ
ー車が売れている都市がある（図 6）。
野村総合研究所（NRI）が実施した新エネ
ルギー車保有者への調査によると、次のこと
が分かっている（本調査は北京、上海、深
圳、武漢、重慶の 5都市における新エネルギ
ー車保有者に対するグループインタビューで
ある。 1都市当たり 5〜10人を対象としてい
る。調査はNRIの中国パートナー会社に委託
して実施した）。
〈強力な新エネルギー車政策の実施都市〉

•	新エネルギー車購入理由としては「ナン
バープレートを取得できるから」という
理由を第一に挙げる人が最も多い（BEV
だけにナンバープレート優遇がある北京
では新エネルギー車の中でもBEVだけが

グインハイブリッド車）が 8万台程度と、
BEVが多くを占める構造となっている。新
エネルギー車の保有台数は15年には50万台を
超えている。これは、11年に策定したエコカ
ー産業発展計画（11〜20年）における、15年
時点での目標を達成している（図 5）。
主要なBEVメーカーには、北京汽車、BYD、
吉利汽車などがある。またPHEVメーカーに
は、BYD、上海汽車、広州汽車などがある。
新エネルギー車メーカーの顔触れはガソリン
車完成車メーカーとは異なり、中国系自動車
メーカーが多くなっている。また、BYDや
吉利汽車などの中国系自動車メーカー大手は
ヒット車種を生み出し、 1モデルでも年間 1
万台を超える販売台数を獲得できている。

2	 中国における新エネルギー
	 車ユーザーの利用動向
中国政府の新エネルギー車政策は消費者に
とっても有効に機能しているのだろうか。実
際、ナンバープレート規制のような強力な新

図5　新エネルギー車の販売台数推移

BEV乗用車　　　　PHEV乗用車　　　　BEV商用車　　　　PHEV商用車

2015年まで累積販売台数は
目標とする50万台を超えた

商用車

単年度販売台数
50万台を超えた

補助金政策
発表
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単年度販売台数30
万台を超えた；乗
用車が全体の6割を
占め、前年と逆転

単年度販売台数15
万台を超えた；乗
用車が全体の3割強
を占める

出所）CAAM（中国汽車工業会）資料などを参考に作成
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•	新エネルギー車に対して橋の通行優遇
（規制対象外になる）のある武漢ではこ
のために購入しているユーザーが圧倒
的。特に通行優遇のない重慶では補助金
を得る目的で購入している

•	新エネルギー車の中では補助金額の多い
BEVが選択されている。PHEVを購入し
ないもう 1つの理由は「電動車としては
中途半端」をいう印象を持たれている

一方で、今後の購入意向としては次のこと
が指摘されている。

•	購入理由がナンバープレート取得や補助
金取得のため、今後も同様の優遇政策が
なければ新エネルギー車を購入すること

売れている。また、BEVとPHEVの両方
に優遇がある上海と深圳では走行距離に
制約のないPHEVが比較的売れている）

•	ほとんどの新エネルギー車ユーザーが購
入前に新エネルギー車を利用した経験が
ある。そのため、購入後の経験は購入前
の期待通りであり、購入後に後悔したユ
ーザーはあまりいない

•	BEVを利用している場合、走行距離制
限に合わせて自分の行動を制限して利用
している。すなわち期待値を下げて購入
している。たとえば上海の場合、市内だ
けでBEVを利用しているケースが多い

〈それほど新エネルギー車政策を取っていな
い都市〉

図6　各都市の新エネルギー車政策および販売台数

北京 上海 深圳 武漢 重慶

BEV PHEV BEV PHEV BEV PHEV BEV PHEV BEV PHEV

政
策

ナンバープレート無料配布 ○ × ○ ○ ○ ○ ─ ─ ─ ─

補助金
（元）

国家 2.5～ 5.5万 3万 2.5～ 5.5万 3万 2.5～ 5.5万 3万 2.5～ 5.5万 3万 2.5～ 5.5万 3万

地方 2.5～ 5.5万 3万 1～ 3万 1万 3.5～ 6万 3.5万 2.5～ 5.5万 3万 2.5～ 5.5万 3万

合計 5～ 11万 6万 3.5～ 8.5万 4万 6～ 11.5万 6.5万 5～ 11万 6万 5～ 11万 6万

ICE乗入規制に適用外 ○

充電関連 ─ ─ 一回充電費補助 指定充電施設充電無料 ─

駐車関連 ─ ─
公共駐車場利用する場
合、当日初回の最初1
時間無料

─ ─

道路・橋通行料金関連 ─ ─ ─ 橋通行料金免除 ─

環
境

充電インフラ設置数 多い 多い 多い 多い やや多い やや多い 普通 普通 少ない 少ない

充電サービス費上限 当日北京92号ガソリン
1L最高価格の15％ 1.3元/kwh 1元/kwh 0.95元/kwh

0.39元/kwh
（電気代の5割）

参考：電気代価格
（2016年8月時点） 0.81元/kwh 0.91元/kwh 0.87元/kwh 0.91元/kwh 0.78元kwh

新エネルギー車
販売台数

2016年1～ 8月

出所）地方政府の発表を参考に作成
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は、新エネルギー車政策が機能し続けるかど
うかにかかっている。
17年、新エネルギー車の補助金が予定通り
減額に入り、その影響を受けて同年 1月に
BEVやPHEVの販売台数が急減した。図 7の
ように、16年1月と比べ、BEVは─55％、PHEV
が─67％、一方でHEVが＋53％の増加を示し
ている。
17年 1 月、BEVとPHEVを合わせた販売台
数は5423台である（図 8）。過去の実績を見
ると、新エネルギー車の販売台数が 1万台を
下回るのは、実は約19カ月ぶりである。一
方、HEVは16年 1 月から堅調に台数を伸ば
して、既に月当たりの販売台数が 1万台を超
えた。17年がHEVの本格普及の年になるか、
それとも新エネルギー車市場が引き続き拡大
するのか、中国政府の今後の政策方針を継続
的に分析する必要があるだろう。
19年〜20年には、補助金がさらに減額する
予定である。中国政府は、自動車メーカーや
部品メーカーに部品のコスト削減を常に要求
している。そもそも、20年に累積500万台ま
で補助金を一定の金額で出し続けるのは難し

はない

•	優遇政策がなかったとすると、新エネル
ギー車が内燃機関車よりも優れている必
要がある。BEVの場合、航続距離は
400kmが必要

中国の新エネルギー車政策は市場拡大に大
きな役割を果たしていることが、消費者の視
点からは読み取れる。一方で、新エネルギー
車市場拡大は新エネルギー車政策に大きく依
存しているともいえる。従って、中国で今後
も新エネルギー車市場が拡大するには、新エ
ネルギー車政策の継続もしくは内燃機関車に
見劣りしない性能を実現することが必要であ
ろう。

3	 今後の新エネルギー車市場見通し
「中国製造2025」では、2020年の新エネルギ
ー車販売台数を市場全体の 5％、25年には全
体の20％を占めるという目標を示した。中国
の足元数十万台の新エネルギー車市場は、あ
くまで政策主導で作られたものであるため、
中国政府が描いたシナリオが成り立つか否か

図7　中国市場における乗用車のBEVおよびPHEVとHEVの1月の販売台数比較
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出所）中国乗用車連合会データより作成
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エネルギー車政策を強化する方針を持ってい
る。また地方政府の中でもナンバープレート
規制を実施する都市が増えると予想される。
従って、今後も新エネルギー車市場は拡大し
ていくと見込まれる。

Ⅲ	新エネルギー車推進政策下で
	 進化を続ける中国プレイヤー

新エネルギー車市場拡大に伴い、中国では
新エネルギー車関連プレイヤーが育ってい
る。それは完成車メーカーだけではなく、モ
ーターやインバータ、電池などのユニットメ
ーカー、ユニットに使用される部品メーカー
にも及んでいる。

1	 中国系自動車メーカーの動向
中国新エネルギー車市場が急拡大してまだ
それほど時間は経っていないが、中国の新エ
ネルギー車は急速に進化している。その理由
として市場からのフィードバックにいち早く

い話で、他業界にも公平とはいえない。従っ
て、部品や車両のコストダウンを計画的に実
施していくことが必要なのは言うまでもな
い。実際には、有力な自動車メーカーや部品
メーカーをめぐり業界再編も水面下で進めら
れている。中央企業同士の統合や、国有企業
による民族メーカーの買収も近いうちに現実
になるだろう。アリババや百度などIT系企
業と連携して、コネクテッドカー事業を立ち
上げている。このように、コストダウンだけ
ではなく、IoTを取り入れた販売スキーム
や、革新的なビジネスモデルの検討も必要と
なってくるだろう。
一方、外資系メーカーでは、積極的に中国
の部品メーカーを活用する、いわゆる現地調
達体制ができ上がりつつある。外資系メーカ
ーは、今後、中国の地場系自動車メーカーや
部品サプライヤーの実力を把握したうえ、現
地調達体制の強化が必要不可欠だと認識して
いる。
現状では、20年以降でも政府は引き続き新

図8　中国市場における乗用車のNEV（BEVおよびPHEV）とHEVの月別の販売台数推移
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出所）中国乗用車連合会データより作成
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有数の電池メーカーでもある。また駆動用モ
ーターおよびインバータも内製している。
BYDは自社の新エネルギー車には自社の電
池、モーター、インバータを搭載している。
ここまで主要ユニットの内製化率の高い完成
車メーカーはトヨタ自動車くらいであろう。
BYDの新エネルギー車の累積販売台数は20万
台を超えているため、完成車だけでなく、主
要ユニットの品質向上やコストダウンに関す
るノウハウを相当蓄積していると推察される。
NRIはこれらの中国のユニット・部品サプ
ライヤーと交流を持ち、定期的に意見交換し
ている。13年までの生産ラインは手作業によ
る組立が多かったが、14年に新エネルギー車
市場が拡大して以降、自動化ラインに投資を
している中国サプライヤーが多い。たとえ
ば、安徽巨一自動化装備は本業が自動車用エ
ンジン組立ラインのメーカーであるが、その
ノウハウを活かしてモーターやインバータの
自動組立ラインを構築しようとしている。ま
た、製品量産や開発を進めるにつれ、地場系
の製品のコストパフォーマンスもこの数年間
で向上した。
これらのサプライヤーは、中央政府もしく
は地方政府から多くの優遇を得ている。優遇
には「国家863計画」の参加による開発費補
助（中央政府）、工場などの土地や建物、生
産設備に対する現物ならびに資金提供や金利
優遇などがある（地方政府）。中国サプライ
ヤーの急速な技術キャッチアップや工場投資
は、こうした優遇に支えられている。
たとえば、中国中車は年間数十億円に及ぶ
補助金を中央政府および地方政府から得てい
る。また上海電駆動や上海大郡も数千万円か
ら数億円程度の補助金を地方政府から得てい

対応し、トライアンドエラーを繰り返してい
ることが挙げられる。たとえばBYDは、
2014年に泰（Qin、PHEV）、15年に唐（Tang、
PHEV）、16年に泰EV（Qin-EV）を矢継ぎ
早に発売した。新モデルの開発には前モデル
の市場からのフィードバックを活用してい
る。このような開発方法は、新エネルギー車
の性能に寛容な（割り切っている）ユーザー
をうまく活用できる中国系自動車メーカーな
らではの方法であろう。
同様に、上海汽車のPHEVであるe550は、
13年に第 1世代が発売された際にはトランス
ミッションに不具合があったためクレームが
相次いだ。しかし、現行車種は既に第 3世代
になっており、トランスミッションの不具合
は解消された上に変速もスムーズで、完成度
がかなり高くなっている（e550は 2 段変速の
トランスミッションを持っている）。日本の
完成車メーカーの技術者も高く評価してい
る。このような急激な技術進化は日本企業で
はあまり例がなく、中国メーカーの独特なや
り方といえるだろう。ただし燃費は100km当
たり 8 Lほどとあまり良いものではないた
め、燃費に関しては改善の余地がまだ大きい。

2	 中国系サプライヤーの動向
中国の新エネルギー車には外資系サプライ
ヤーのユニットが使われているケースもある
が、中国系サプライヤーのユニットも多く採
用されている。まだ中国国内でしか使われて
いないものの、中国系サプライヤーの技術力
も高まっている（表 1）。
2015年のモーター・インバータ・電池の出
荷量を見ると、最も量が多いのはBYDであ
る。BYDは完成車メーカーでもあるが、世界



33中国の電動化政策とビジネスチャンス

中国市場では欧米企業が先行し、日系自動
車メーカーには出遅れ感があった。これを挽
回するために、日系自動車メーカーとして
は、中国の政策への協力を通じて法規制をコ
ントロールしながら事業を進めていくことが
最も望ましい。しかし、それには多大な努力
と時間を必要とする。もしそこまでできない
場合、少なくとも法規動向を先読みしてスピ
ーディに対応できる体制を構築しなければな
らない。

1	 日系自動車メーカーは
	 法規動向を先読みして
	 スピーディに対応する
法規制への関与には、多くの企業や人を巻

る。日系サプライヤーは、このような環境下で
競争していかなければならないことを念頭に
置く必要がある。まだ世界に進出している中
国系プレイヤーは少ないが、将来的には日系
プレイヤーにとって大きな脅威となり得る。

Ⅳ	日系自動車メーカーや
	 部品サプライヤーが
	 中国で取り組むべきこと

これまで見てきたように、中国国内の新エ
ネルギー車市場の成長、新エネルギー車関連
プレイヤーの成長により、中国が新たに自動
車産業をリードする存在となることも想定さ
れる。

表1　中国の主要サプライヤー

サプライヤー
新エネルギー車向けユニット

概要
モーター インバータ 電池 その他

湖南中車時代電動汽車
（中国中車） ● ●

●
パワー

モジュール

● 2007年設立

上海電駆動 ● ●
● 2008年設立
● 地場系と合弁自主ブランドの小型BEVへの実績多い
● 2015年に29億元で大洋電機に買収された

上海大郡 ● ●
● 2006年設立、社長は元フォードで駆動システム開発を担当
● 地場系のBEVを中心に実績がある

安徽巨一自動化装備 ● ●
● 2005年設立、2010年にモータ・インバータ事業を立ち上げ（本
業は自動車用エンジンの組立ライン製造）

● 江淮和悦iEVに搭載

BYD ● ● ●
●

DCDC
車載充電器

● 主要なユニットをほぼ内製している

万向電動汽車
万向A123

● ● ●
● 2002年設立、自動車部品メーカー万向集団の100％子会社
● 米電池メーカー A123買収により電池事業にも参入
● 地場系のBEVを中心に実績がある

嘉興斯達半導体
●

パワー
モジュール

● 2005年設立、社長は元In�neonでパワーモジュール開発を担当
● 上海電駆動や上海大郡に納入実績がある

深圳欣鋭科技
●

DCDC
車載充電器

● 2005年設立
● 地場系のBEVを中心に実績がある（主に北京汽車、JAC）

出所）インタビューおよび各社Webサイトより作成
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あると考える。

2	 日系部品サプライヤーは
	 システム開発力で勝負する
日系サプライヤー（ユニット・部品メーカ
ー）も自動車メーカーと同様に、中国新エネ
ルギー車分野では出遅れ感がある。日系サプ
ライヤーは、日系を含めた外資系自動車メー
カーに強いが、中国系自動車メーカーにはそ
れほど強くない。そのために、中国系自動車
メーカーに採用が多い中国系サプライヤーに
対して数量での差がつけられてしまっている。
一方で、中国系サプライヤーは個別のユニ
ットや部品ではレベルが高まっているが、車
両全体、駆動力やエネルギーを制御する自動
車のコアシステム供給まではできていない。
中国では新エネルギー車市場の拡大ととも
に、自動車メーカーの開発や生産の負荷が高
まっていることから、システム一括発注のニ
ーズが強まっている。中国の事例ではない
が、GMはシボレーBolt EVのシステムを韓
国LGエレクトロニクスと共同で開発すると
発表している。このような動きが中国でも出
てくる可能性があり、日系サプライヤーにと
ってはビジネスチャンスとなる。
モーター、インバータ、電池といった主要

ユニットを自動車メーカーやモデルごとにカス
タマイズすると収益性が下がってしまうという
問題がある。しかし、システム部分を取るこ
とで、カスタマイズせずに済む方法を含めて
提案できるようになるため、事業領域を広げ
られるとともに、収益性改善にも貢献できる。
ただし、中国における新エネルギー車生産
ライセンス獲得の前提となる「合弁自動車メ
ーカーがコア技術を保有する」という規制へ

き込む必要があるため時間がかかる可能性が
高い。次善の策としては、あらゆる手段を通
じて法規動向を先読みし、それに対応してい
く方法が考えられる。そのためには法規の裏
にある政府の思惑や消費者の嗜好や行動（政
府も消費者の意識を完全に無視することはで
きない）、関連する中国企業や研究機関の動
きを把握した上で、社内の意思決定を迅速に
行い、素早くリソースを動かせる体制を構築
すべきである。
最近の特筆すべき動向としては、たとえば
科力遠混合動力技術有限公司（Corun Hybrid 
Technology）による開発がある。科力遠は
吉利汽車と湖南科力遠新能源との合弁の中国
ローカル企業である。同社は新エネルギー車
を優遇している政府の方針が変わることを見
据えて、400人の開発者を抱え、ストロング
ハイブリッドシステム（およびプラグインハ
イブリッド車）に特化してシステムを開発し
ている。既に吉利汽車をはじめ、長安汽車な
どいくつかの中国完成車メーカーへの納入を
決めている模様である。中国企業でもハイブ
リッドシステムを国産化していることから、
ハイブリッド車に対する補助金が出されて
も、日系企業だけでなく中国企業にもメリッ
トがある状況になる可能性がある。つまり、
中国政府の政策は新エネルギー車一辺倒では
なくなる可能性もある。
このような動向をしっかりと押さえた上で
対応すべきであるが、NRIのこれまでの経験
では、頭では分かっているが行動に移せない
日系企業が多い。これを解消するためには、
情報を一元的に収集し、複数のシナリオと取
るべきアクションを検討し、実行を指示でき
る権限を持つ機能（組織）を設置する必要が
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の対応や、中国への開発および生産リソース
の投資が必要になってくる。巨大な中国市場
獲得のためには、今が意思決定の最後のタイ
ミングであろう。

注

1	 生産ライセンスを取得するためには、エネルギ
ーシステム、駆動システム、制御システムの 3
つのコア技術のうち、少なくとも 1つの技術を
保有しなければならない。近年、生産ライセン
スの条件は厳しくなっている。現在は、 3つの
コア技術のすべてを保有しなければならなくな
っている

2	 十城千両プロジェクトは、選定した国内10都市
における、商用車を含めて環境対応車利用の実

証実験および環境都市建設である
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